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第一計画期間における優良事業者表彰基準（案）について 

 

事業者排出量削減計画書制度として，京都市地球温暖化対策条例（以下，「条例」

という。）に基づき，一定規模の温室効果ガスを排出する事業者（特定事業者）の

自主的な排出量削減を図ることを目的として，平成２３～２５年度の３年間を第一

計画期間と位置付け，特定事業者から提出された計画期間中の排出量削減の計画書

及び報告書を京都市が総合的に評価し，公表を行う制度を運用している。 

 第一計画期間の終了に伴い，今年度に提出された報告書により第一計画期間の実

績の総合評価（Ｓ，Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄの５段階評価）を実施し，評価結果等を取りま

とめて公表を行うとともに，優良事業者の表彰を実施する。 

表彰は，以下の基準のとおり，実績の総合評価がＳ評価となった特定事業者の中

から第一計画期間中の温室効果ガスの排出量削減の達成状況とその取組内容が優

良である事業者に対し実施する。 

 

 優良事業者への表彰基準（案） 

条例及び事業者排出量削減指針に基づき，第一計画期間の総合評価が最高のＳ評

価となった事業者から，以下の基準により表彰する。 

（１）排出量削減率等 

当制度の報告内容のうち，「温室効果ガス排出量の削減率（排出量削減率）」，

「原単位当たりの温室効果ガス排出量の削減率（原単位削減率）」，「重点的に実

施する取組の実施率（重点対策実施率）」の３つの項目について，以下の基準を

設定し，いずれかを満たす事業者を優良事業者の候補として訪問調査等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 基 準 

排出量削減率 削減率※１が目標削減率※２の１０倍以上である 

原単位※３削減率 削減率が２０％以上である 

重点対策※４実施率 実施率が１２０％以上である 

資料３ 

※１ 計画期間の平均排出量に対する基準年度排出量（平成２０～２２年度の平均排出量又は平

成２２年度排出量）からの削減率 

※２ 事業者排出量削減計画書制度において，特定事業者の排出の量の削減に関する目標として

本市が求める平均の削減率であり，主たる業種の部門ごとに産業部門：２％，運輸部門：１％，

業務部門：３％と規定するもの 

※３ 事業活動に伴う温室効果ガスの排出量を，事業者毎に設定した事業活動の指標で除すこと

により計算したもの 

※４ 温室効果ガスの削減に寄与する対策の中で，基本的な取組であるもの，又は，地球温暖化

対策に資する社会貢献の観点から実施を評価され得るものとして本市が定める対策 
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（２）排出量削減に向けた取組 

温室効果ガスの排出量削減に向けて実施した取組が優れたものであり，第一

計画期間中の排出量削減等の実績が，それらの取組により達成された事業者を

表彰対象とする。 

なお，優良事業者は環境関連の法令等に違反していないことを前提とする。 

 

 

【参考】 Ｓ評価事業者への表彰実施 

 上記のとおり，Ｓ評価事業者の中から選定基準に基づいて優良事業者を選定し，

表彰を行うが，同時にＳ評価事業者を対象に表彰を実施する。 

評価の視点 内 容 

汎用性 他事業者においても広く参考となる取組である 

独創性 事業者の創意工夫により実施された取組である 

組織性 一部の担当者，組織による取組ではなく，組織的に実施された取組である 

継続性 継続的に実施された取組であり，今後も継続的に実施され得る取組である 

削減効果 取組の実施による削減効果が把握される取組である 
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事業者排出量削減計画書制度の概要 

 

・特定事業者の該当要件 

区  分 要   件 

大規模エネルギー

使用事業者 

事業活動を行う際に使用される電気やガスなどのエネルギー使用量が， 

原油に換算して 1,500 キロリットル以上の事業者 

大規模輸送 

事業者 

トラック 100 台以上，バス 100 台以上，タクシー150 台以上を保有する運送事業者 

鉄道車両 150 両以上を保有する鉄道事業者 

その他の温室効果ガ

ス大規模排出事業者 

エネルギー使用に伴うものを除き，温室効果ガス排出量のうちいずれかの物質の排

出量が二酸化炭素に換算して 3,000 トン以上の事業者 

 

・事業者排出量削減計画書制度の計画期間と評価時期 

 

 

・事業者排出量削減計画書制度における目標削減率と総合評価 

 

（参考１） 
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優良事業者表彰の規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者排出量削減指針（抜粋） 

第１９条 条例第３２条の規定により表彰する特定事業者は，報告書に対する評価

の結果がＳとなった特定事業者の中から，地球温暖化対策に関し専門的知識を有

する者の意見を聴いて決定する。 

 

京都市地球温暖化対策条例（抜粋） 

第３２条 市長は，前条第１項の規定による評価の結果，第２７条第２項第４号に

掲げる目標※の達成の状況が特に優良であると認める計画書提出特定事業者を表

彰するものとする。この場合において，市長は，必要があると認めるときは，あ

らかじめ，地球温暖化対策に関し専門的知識を有する者の意見を聴くものとす

る。 

 

※ 事業活動に伴う温室効果ガスの排出の量の削減の目標 

（参考２） 


